




「大阪都構想」の成立で「大阪都」はどうなる　1

 

1 
 

8 月 29 日に与・野党 7 会派の賛成（共産党、社民党は反対）で、いわゆる「大阪都構想法」（大

都市地域における特別区の設置に関する法律）が成立した。この法律ができるまでは、新聞等で

報じられていたが、マスコミの関心は、橋下徹大阪市長率いる「日本維新の会」の結成とその動

向に移った。民主、自民のリーダー選び、近く行われるといわれている解散・総選挙といった政

局とあいまって「橋下新党」の動向が注目されている。こうした中で、「大阪都構想」については

次第に「大阪の話題」になりつつある。しかし、「大阪都構想」が実現するか否かは、国政のリー

ダーをめざす橋下氏自身の政治家としての評価を決定づけるものであること、さらには、大阪都

そのものが地方自治のあり方に大きなインパクトを与えることとなる。当センターでは、そうし

た意味から、「大阪都構想」について様々に検討してきたが、この法律の成立したという状況をふ

まえて、この法律の要点と橋下市長誕生から約 1 年を経過しての「大阪都構想」の現段階と今後

の課題などについて考えてみたい。 
 

１．「大阪都構想法」とは何か 

 
（１）選挙結果と各党への要請 

昨年 11 月の大阪ダブル選挙後に新聞各

紙は、「大阪都構想」実現のためには多くの

課題があると指摘していた。例えば、朝日

新聞は、「府市議会での賛成、府市民の住民

投票、地方自治法の改正（2011 年 11 月 28
日）」を挙げている。 

大阪都移行のスケジュールについても、

2013 年度中に計画を作成し、2014 年度に

住民投票、関係法整備、2015 年 4 月に「大

阪都」に移行すると報じていた。 
大阪ダブル選挙で民主党や自民党などの

国政政党をすべて「敵」にまわしたことや、

「大阪維新の会（以下「大阪維新」）」は、

ローカル政党で、国会議員が一人もいない

という状況では、法律の改正など国会課題

は自力では困難な状況にあった。 
こうしたことから、橋下市長は選挙後た

だちに東京に出向き、各党に「大阪都」実

現に対する協力を求めた。また、同時に「協

力を得られなければ、維新の会で国会議員

を擁立する（朝日新聞 2011 年 11 月 29 日）」

などと各党を牽制した。 
 
（２）「橋下人気」と各党の思惑 

これに対して、大阪ダブル選挙における

橋下人気の強さを見た各党は、橋下氏らと

対立した民主党、自民党、中立的な立場で

あった公明党、支援したみんなの党いずれ

も法案づくりに前向きな姿勢を示し、翌年

には法案の検討あるいは作成作業にそれぞ

れ着手した。 
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 法案としては、みんなの党が最も早く

2012 年 3 月（自治法改正）に、4 月には自

民・公明党案（自治法改正）、そして 6 月

に民主・国民新党案（特例法）がそれぞれ

国会に提出され、最終的には、各党が歩み

寄り、議員立法（特例法）として 7 月 30
日に本法案が国会に提出された。 

国会においては、衆議院総務委員会で 1
回（8 月 7 日）、参議院総務委員会で 1 回（8
月 28 日）審議されたが、さしたる議論も

なく衆議院・参議院を通過し、賛成多数で

の成立となった。 
なぜ、これほどまでに早い展開となった

のかといえば、何といっても橋下氏の人気

の高さが、選挙後も持続しており、しかも

全国的な広がりをみせていたことにある１。 
こうした橋下人気に対して、国政政党側 

がすりよったり、取り込もうとしたりとの

思惑が働いた結果とみるべきである。 
 
1：「日本維新の会」結党後のマスコミ各社の

世論調査結果によれば、いずれも支持率がか

なり下がっている。これは、結党にあたって

は、民主や自民そしてみんなから離党した国

会議員が合流したが、国会議員の顔ぶれ、結

党手法、運営の混乱などが評価を下げたとみ

られている。 
 
（３）「特別区」移行は大阪市だけ 

 この法律の目的は「指定都市を廃止し、

特別区を設けるための手続き等を定めた」

ものである（第 1 条）。   
 この法律の対象となるのは、「人口が 200
万人以上の指定都市と指定都市と同一道府

県の隣接する市町村の人口があわせて 200
万人以上」となっている（第 2 条）。 

これに該当するのは、「大阪、横浜、名古

屋、札幌、川崎、さいたま、千葉、京都、

堺、神戸」の 10 指定都市であるが、現時

点でこの法律の適用を希望しているのは、

大阪市のみである。 
 堺市は、橋下氏ら大阪維新の構想には入

っていたが、2 月段階で竹山修身堺市長が

「大阪都構想協議」には参加しないと明ら

かにした 2。 
以上のことから、この法律が「大阪都構

想法」と呼ばれる所以である。 
 
2：大阪府の橋下知事側近であった竹山市長

は、2009 年の市長選挙で、橋下氏の全面的

な応援のもとで当選した。次期市長選挙は

2013 年 9 月と思われるが、果たして竹山市

長の今後が注目されるところである。 
   
２．法律の要点 

  
この法律の要点は以下のとおりである。 
 

①特別区設置協議会（第４条） 
第２項 「特別区の設置に関する協定書

（「特別区設置協定書」）の作成その他特別

区の設置に関する協議を行う協議会（特別

区設置協議会（以下「法定協」）を設置する。」 
第２項 特別区設置協議会（以下「法定

協」）」は大阪府議会もしくは大阪市議会の

「議員若しくは長その他の職員又は学識経 
験を有する者」で構成する。 

↓ 
②特別区設置協定書の作成（第 5 条） 

特別区設置協定書（以下「協定書」）に 
は、次の事項が盛り込まれる。 
第１項：１設置の日 ２名称及び区域 ３

設置に伴う財産処分に関すること ４議会

の議員定数 ５特別区と道府県の事務分担 

６特別区と道府県の税源の配分及び財政の

調整に関すること ７関係市町村と道府県

の職員の移管に関すること ８その他 
第２項：総務大臣との協議－第 1 項第 5 号、
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6 号について法制上の措置を行う必要があ

る場合には、事前に総務大臣と協議する。 
第３項：略 
第４項：協定書を作成しようとするときは

あらかじめ内容を総務大臣に報告しなけれ

ばならない。 
第５項・第６項：略 

↓ 
③府議会と市議会の承認（第 6 条） 

協定書について大阪府議会と大阪市議会

の両議会の承認を得なければならない。 
↓ 

④ 住民投票（大阪市）の実施（第 7 条） 
協定書について住民投票にかける 

↓ 
⑤特別区設置の申請（第 8 条） 

有効投票の過半数の賛成があったときは、 
大阪府と大阪市は共同して総務大臣に申請

できる。 
↓ 

⑥総務大臣の告示（第 9 条） 

 総務大臣は、両首長の申請に基づいて設

置することができる。そのことを告示する。 
 
３．「大阪都構想」のこれまでの状況 

 
（１）「大阪市解体」と大リストラ 

 「大阪都構想」とは、政令市である大阪

市を解体して、24 の行政区を再編・統合し

て「中核市並みの権限と財源」をもつ「特

別自治区」を新たにつくることである。あ

わせて大阪市の政令市としての権限と財源

の一部を大阪府（都）に移し、大阪府（都）

知事のもとに置くことである。 
大阪府と大阪市は、選挙後の 2011 年 12

月には「大阪府・市統合本部（以下「統合

本部」）」を立ち上げ、府と市の統合につい

て検討と準備を開始した。この統合本部は、

大阪府知事・大阪市長はじめ副知事・副市

長、関係局長、堺屋太一氏など特別顧問に

よって構成されており、いわば、「大阪都構

想」推進のための戦略本部である。この間、

16 回（9 月 4 日）開催されている。  
さらに、大阪市政改革（行政改革）を進

める「大阪市戦略会議」や区役所改革を主

に担当する「大阪市プロジェクトチーム」

が設置され、並行して作業が進められてい

る。例えば、地下鉄やバス事業の民間譲渡、

一般廃棄物収集や廃棄物焼却工場などの民

営化、保育所など福祉施設の民営化、大学

や病院などの府・市統合、水道の「大阪水

道企業団」への統合等々である。 
また、「特別自治区」をつくるための準備

として公募区長の選考と配置、区長権限の

見直しなどの区役所改革もスタートしてい

る。公募区長の主な仕事は、区再編案をつ

くり、住民に説明し、合意を取り付けるこ

とにあると思われる。 
さらに、こうしたこととあわせて、職員

の身分移管（府と市間の異動だけでなく、

公務員としてはいったん「解雇」され、新

たに民間労働者となることも含む）が予定

されており、これらが予定通り行われれば、

約 1 万人が削減（非公務員化）されるとさ

れている。一大「リストラ計画」がつくら

れているのである。 
 
（２）「大都市制度協議会」での検討 

また、2012 年 4 月に大都市のあり方や

制度設計などの課題を検討する場として

「大阪にふさわしい大都市制度に関する条

例」にもとづく「大阪にふさわしい大都市

制度推進協議会（以下「協議会」）」が設置

され、9月 10日までに 6回開催されている。 
メンバーは、大阪府知事、大阪市長、大

阪府議会議長と議員（8 名）、大阪市議会議

長と議員（8 名）あわせて 20 名で構成され

ている。大阪府議会の会派別の構成は、大

・
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阪維新の会（以下「維新」）５名、公明党２

名、自民党１名、民主党１名となっている。

同じく大阪市議会の会派別構成は、維新４

名、公明党２名、自民党２名、みらい１名

（民主系会派）、共産党１名となっている。 
会長は大阪府議会議長（大阪維新の会）、副

会長が大阪市議会議長（大阪維新の会）で

ある。 
協議会の議決は、出席委員の過半数とな

っている。維新だけでも過半数を超えてい

るが、維新と協力関係にある公明党４名を

加えれば、議決に問題はない。「大阪都構想」

に反対の立場は自民党３名、民主党２名、

共産党１名である。 
この間の議事録によると、大阪府知事と

大阪市長の作成した「大阪都構想案」の説

明とこれに対する委員（会派別）の意見・

反論とそれに対する橋下市長・松井知事の

反論が続いてきた。そもそも、自民党・民

主党・共産党は「大阪都構想」について反

対であるので、「入り口」の議論が長く、ま

とまらないのは当然である。 
しかし、8 月 29 日にこの法律が成立した

ことを受けて、状況が大きく変わっている。 
 

（３）「法定協」への移行について動議可決 

9月 10日に開催された第6回協議会にお

いて、大阪維新から動議が出され、「区割り

案、財政調整制度などの具体的な事項につ

いて法律に基づく法定協を設置して議論を

深めること」について、賛成多数（大阪維

新の会・公明党）で決定した。あわせて、

この協議の前提となる「大都市制度の枠組

み」として「１．広域自治体と基礎自治体

の役割分担を明確にして、大阪府と大阪市、

それぞれが担っている広域機能を一元化す

る。２．自治機能の充実の観点から、まず

大阪市を特別区に再編し、基礎自治体して 

公選区長、公選議会を設けるとともに、さ

らに周辺自治体にも移行を促す。３．府内

市町村について、分権時代にふさわしい基

礎自治体としての役割を十分果たせるよう、

市町村間の広域連携、さらに自主的な合併

などにより、規模・体制を図る。４．最終

的には地域主権型道州制として関西州を目

指す。」についても確認された。 

 現時点では、法律に基づく「法定協」の

設置の条例案が府・市両議会に提案されて

いないので明らかはでないが、この「協議

会」がそのまま移行するのか、あるいは新

たな委員構成になるのか、それはいつにな

るか定かではない。しかし、近く「法定協」

設置条例案が提案され、新たな展開へと進

むことは間違いない。 

 
４．今後の課題 

 
新聞各紙は、「大阪都構想」実現に向けて

の今後の課題として次のような点を挙げて

いる。「市と府が特別区の事務分担や税源配

分、区割りなどで難航する可能性がある。

（読売新聞 2012 年 8 月 30 日）」、「区割り、

財源調整、名称変更（日本経済新聞 2012
年 8 月 29 日）」等々である。 
 現段階における「大阪都構想」にかかわ

る課題は多くあるが、重要と思われる点に

ついては、以下のとおりである。 

 
（１）「大阪都

．
」をめぐる名称問題 

この法律では、「都」の名称については、 
何ら規定はなく、現時点では「大阪都」の 
名称はつかえない。橋下市長は、大阪府知 
事時代には、「名称は『都』でも『府』でも 
なんでもいい」とこだわらない姿勢であっ 
た（「体制維新－大阪都」文春新書／2011 
年）。しかし、法制定後の記者会見（8 月 
30 日）では、「大阪府の名称を変えて広域 
行政を作り直す」、「名称変更を行うための 
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賛否を問う憲法第 95 条に基づく住民投票

を行う」と述べたと報じられている（自治

日報 2012 年 9 月 7 日）。 
しかし、東京都の石原知事は「大阪都」

と名乗ることについては「それは間違いで

迷惑千万。国家のキャピタルは一つしかな

い」と反対を表明している（自治日報 2012
年 9 月 7 日）。 

大阪府の大阪都への名称移行については、

なお多くの課題がある。2015 年 4 月時点で

果たして決着がついているかも定かではな

いが、このままでは「大阪都」は正式名称

ではなく、通称とならざるを得ない。 

 
（２）設置の日について 

設置の日については、橋下市長らは、

2015 年 4 月 1 日を変えていない。だとす

れば、残された期間は約２年半しかない。

すべての案件を超スピードで解決しなけれ

ばならないが、果たして間に合うのか。 

 
（３）特別区の名称・区域 

１）区割り案 
橋下市長は、当初は大阪市の 24 ある行

政区を８ないし９つに再編し、中核市並み

の権限と財源をもつ「特別自治区（基礎自

治体）」へと移行する、と明言してきた。し

かし、最近では、「大阪市民の過半数が納得

してくれる考えでなければいけない。一方

的にこちらが 8～9 と決めるわけにはいか

ない」とも述べ、柔軟に対応する考えを示

したともいわれている（自治日報 2012 年 8
月 31 日）。 

大阪市の人口は約 267 万である。「特別

自治区」を中核市並みとするには、人口 30
万人以上が要件となる。大阪市の人口を単

純に 24（の行政区）で割ると 1 区あたり約

11 万人となる。3 区合わせれば、約 33 万

人となり、8 つの「特別自治区」をつくる

ことが可能となる。 
もちろん区によって人口は違っている。

最も人口が多い区は平野区で 19 万 5,928
人で、最も少ない区が浪速区で 5 万 3,034
人となっているので、単純に 3 区の組み合

わせではいかないことはいうまでもない。 
 橋下市長は、4 月 27 日の「大都市協議会」

の第 1 回協議会の場では「公募区長の仕事

として就任後 1 年程度かけて検討を行い、

決めてもらう」としていたが、9 月 10 日の

第 6 回協議会では、「たたき台は 11 月中に

は用意する」としている。その時期は近づ

いている。 
区割案については、9 月 10 日の「大都市

協議会」の場で、財政シュミレーションを

検討するにあたっての基本フレームとして

10 の区割り案を前提としている。 
 

 [財政シュミレーションと区割り案] 
 
１．24 区            24 区 
２．建設局工営所         8 区 
３．建設局方面管理事務所     ４区 
４．ゆとりみどり振興局公園事務所 5 区 
５．健康福祉局生活衛生監視事務所 5 区 
６．財政局市税事務所       5 区 
７．財政局旧市税事務所      6 区 
８．水道局営業所         8 区 
９．基本保健医療圏        4 区 
10．事務ブロック         5 区 
＊「第 6 回大都市制度推進協議会資料１」 
 
２）西成区問題 
 大阪市内には、日本一の日雇い労働者の

街を抱えた西成区がある。現在、人口は高

齢化し、生活保護受給率も高い。また、財

政的には、税収よりも支出の方が多い。こ

れまでは、大阪市が一つの大きな財政でこ

うしたアンバランスを補ってきたために顕

・
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在化しなかったわけだが、区が再編される

ことで課題が明らかになっている。 
再編・合区されて一緒になる区とのバラ

ンスをどのように図るかが大きな課題であ

る。財政シュミレーションによれば、生活

保護費を除けば、区間の格差は均てん化さ

れるという。西成区だけでなく府や「特別

自治区」とでつくる財政調整制度全体の問

題として解決していかなければならない。

財政を通じた区を超えた市民による平等・

連帯が実現できるかが問われる３。 
 

3：「税収格差は大きく、住民 1 人あたりもっ

とも小さい西成区は、最も大きい中央区の約

26 分の１（10 年度）。全国最大の日雇い労働

者の街を抱え、住民 4 人に 1 人が生活保護を

受給する西成区について、橋下市長は単独で

特別区にし、重点投資する案も検討している。

しかし、8 月に公募で選ばれたばかりの臣永

正広・西成区長は困惑する。『西成区だけで

の財政運営がきわめて難しいのは明らかだ。

夕張などよりひどい財政状態になってしま

う』と語る（毎日新聞 20120827）」 
 
３）区の名称 

区の名称問題は、市町村合併や政令指定

都市移行に伴う区の設置の際にみられるよ

に議論が百出し、まとまりにくい課題であ

る。何よりも慣れ親しんだ「大阪市○○区」

の名前が無くなり、まったく新たな名前を

名乗ることについては、かなりの抵抗があ

ると思われる。 
住所とは、そこに生まれ、育ち、暮らす

人にとっては、自分の生きてきた歴史その

ものである。そこには、自分の親とその親

と続く歴史でもある。子供たちにとっては、

未来である。その住み暮らすところの名前

へのこだわりは、当然である。 
 果たして、どのように名称を決めていく

のか、その手順や手法も含めて大きな問題

となるであろう。 
 
（４）最大課題は財政問題 

 区割りと同時に財政調整問題は難問であ

る。これには多くの前提が必要となる。9
月 10 日の「大都市協議会」に示された案

は、現段階の行政当局案というべきもので

ある。なぜなら、財政のシュミレーション

は設定条件によって大きく異なるからであ

る。例えば区割り、府・市の役割分担と仕

事、そして税源とその配分の仕方、などの

前提条件を定めることなしには確定しない。 
しかし、制度のモデルとして東京都区財

政調整制度がある。提案された大阪の財政

シュミレーションについて検討するにあた

って、東京都区財政調整制度についてみて

みたい。 
 
１）東京都区財政調整制度 
 東京都区財政調整制度は、まず、市町村

の固有財源であるア市町村民税法人分、イ

固定資産税、ウ特別土地保有税、エ事業所

税、オ都市計画税を東京都が都税として徴

収する。東京都は、一般的には市町村の仕

事とされる上・下水道、消防などの仕事を

担うことなどにより、この財源のうちから

以下のように配分される。 
●東京都分＝（エ事業所税＋オ都市計画

税）＋（ア法人住民税＋イ固定資産税＋

ウ特別土地保有税）×45％が充てられる。 
●特別区分＝（ア市町村民税法人分＋イ

固定資産税＋ウ特別土地保有税）×55％
となる。特別区は、これ以外に区民税（住

民税個人分、軽自動車税、特別区たばこ

税など）をもって区の財源とする。 
 
また、地方交付税は、23 区全体を一つの

市とみなして算定対象としている。東京都
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は、2010 年に都道府県分の算定では、財源

不足が生じたが、特別区分（23 区内の都及

び特別区が行う事業の合計）は大幅な財源

超過であったために交付団体とならなかっ

た。東京都は、全国の都道府県のうちで現

在も不交付団体である。 
詳細は、文末の＜参考資料＞を参照のこ

と。 
 
２）大阪市の財政シュミレーション   
 大阪版の財政調整制度は、2010 年度決算

をベースにシュミレーションして、次のよ

うなフレームが示された。 
①シュミレーションの前提 
 シュミレーションの前提としては、 
１．すべての区において収支が均衡する 
２．すべての区において税の偏在が十分に

解消する 
３．すべての区において、住民が施策選択

できる、としている。 
４．地方交付税は、大阪市一体で算定する。 
  
②財政調整の財源は、 
ア 地方交付税（臨時財政対策債含む）＋

普通三税（法人住民税＋固定資産税＋特別

土地保有税）の場合。 
 
イ 地方交付税（臨時財政対策債含む）＋

普通三税（法人住民税＋固定資産税＋特別

土地保有税）＋目的税である事業所税、都

市計画税を加えた場合。 
 
③普通交付金と特別交付金割合 
 財政調整交付金について、普通交付金と

特別交付金の配分割合について次のとおり

とする。 
エ 95：5  
オ 90：10  

 
以上を組み合わせ、ABCD の四つのパター

ンを作成している。 
 A パターン（ア＋エ）と D パターン（イ

＋オ）について以下に示す（文末資料参照）。 
 
 
A パターン             
●大阪都    

歳出総額 17,898 億円 
府県権限 

 大都市特例事務      190 億円 
 基礎からの事務移転   1,720 億円 
歳入総額 17,898 億円 
 府税          8,559 億円 
 地方譲与税・税交付金等 1,210 億円 
 地方交付税       6,219 億円 
 譲与税等の移転      137 億円 
 交付税の移転（仮置き）   53 億円 
 調整交付金       1,720 億円 
●特別自治区 

歳出総額 6,422 億円 
中核市権限 

歳入総額 6,422 億円 
 調整交付金        3,482 億円 

個人住民税、市たばこ税、軽自動車税等 
事業所税、都市計画税   2,396 億円 

 地方譲与税、地方交付金等  544 億円 
 
＊調整交付金総額      5,202 億円 

（内訳） 
交付税（含臨時財政対策債） 1,338 億円 
調整税（普通税三税）    3,864 億円 

また、 
大阪都に 33％、特別区に 67％を配分、 
普通交付金 95％、特別交付金 5％とする。 

 
 
 

・
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D パターン              

●大阪都    

歳出総額 17,898 億円 
 府県権限 
 大都市特例事務      190 億円 
 基礎からの事務移転   1,720 億円 
歳入総額 17,898 億円 
 府税          8,559 億円 
 地方譲与税・税交付金等 1,210 億円 
 地方交付税       6,219 億円 
 譲与税等の移転      137 億円 
 交付税の移転（仮置き）   53 億円 
 調整交付金       1,720 億円 
●特別自治区 

歳出総額 6,422 億円 
中核市権限 

歳入総額 6,422 億円 
 調整交付金        4,303 億円 
 個人住民税、市たばこ税、軽自動車等

1,575 億円 
 地方譲与税、税交付金等   544 億円 
 
＊調整交付金総額      6,023 億円 

（内訳） 
交付税（臨時財政対策債含）1,338 億円 
調整税（普通税三税）   3,864 億円 

（目的税二税）    821 億円 
また、 

大阪都に 29％、特別区に 71％を配分、 
普通交付金 90％、特別交付金 10％とする。 
 
 
当局の説明によれば、この D パターンが

最も安定したものとなるとしている。 
今後は、法定協で検討がされ、さらに協

定書作成にあたっては、法に基づいて、総

務省との協議が必要とされている。また、

地方制度調査会（専門委員会）などでも検

討が行われることとなっている。 

 
（５）区議会と各級議会選挙との関係 

ほとんど議論されていない課題として新

たに設けられる区議会の定数問題がある。

また、大阪都（府）議会選挙区と定数、衆

議院選挙区問題などについても検討しなけ

ればならない。 
１）大阪市議会議員定数 

現在の大阪市議会の議員定数は、合計で

86 名となっている。 
この定数を変えずに、各区に割り振るの

か、あるいは、中核市並みの議員定数とす

るのか、住民の基本的な権利としての立候

補する権利、選ぶ権利そして民意の反映と

しての議員の定数は重要な課題である。 
〔参考：大阪府内中核市の人口と議員定数〕 
       定数     人口    

高槻市   ３６    357,264 
東大阪市  ４２    507,681  
豊中市      ３６    391,536 

＊いずれも市の HP から 
〔参考：東京都区議会議員数〕 
 23 区合計で 906 人    
 
２）大阪都（府）議会議員定数 
 大阪市内の大阪府議会議員の選出数は、

33 名（全府議会議員 117 名の約 3 分の 1）。
これを各区に割り振るのか。 
〔参考：大阪市内の中核市選出府議会定数〕 
  高槻市および三島郡  ４ 
  東大阪市       ５ 
  豊中市        ４ 
 ＊いずれも 2011 年 6 月条例改正で 1 減 
 
３）衆議院選挙区問題 

大阪市の衆議院議員選挙区は、以下のと

おり 6 区。うち第 6 区は、大阪市と守口市、

門真市と合区となっている。 
[衆議院選挙区と大阪市区] 
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第 1 区（中央、西、港、天王寺、浪速、生

野） 
第 2 区（阿倍野、東住吉、平野） 
第 3 区（大正、住之江、住吉、西成） 
第 4 区（北、都島、福島、東成、城東） 
第 5 区（此花、西淀川、淀川、東淀川） 
第 6 区（旭、鶴見、守口市、門真市） 

    
５．自治体労働組合の課題－リストラ

にどう対応するか   

 
すでに周知のことであるが、選挙後の橋

下市長の施政方針演説では、「労働組合が日

本の停滞の原因であり、これと徹底的に闘

って、ただすことが重要である」との認識

を示し、以後、「職員の政治活動アンケート

調査」、「組合事務所の庁舎からの立ち退き」

「大阪市労使関係に関する条例」、「政治的

行為の制限条例」、「職員基本条例」などし

つように労働組合活動を弱体化させること

に焦点をあてた動きを続けている。 
これら一連の動きは、「ダブル選挙」に対

する「怨念」などという向きもあるが、本

当のねらいは、労組の活動を封じて、職場

の抵抗を排除し、現業民営化などの一連の

改革を実現させることにあるとみるべきで

ある。同時に、大阪市関係の自治体労働組

合は、いずれも全国の組合のリーダーであ

る。大阪市の組合を弱体化し、全国の自治

体労働組合運動を弱体化するねらいがある

とみるべきである。 
 そして、大阪の結果が全国に波及するこ

とを考えれば、ひとり大阪の問題ではなく、

全国の自治体労働組合運動の課題として、

共有し、考えなければならない。 
 
（１）職員の身分移管問題の重要性 

橋下市長は、「大阪都＝大阪市の解体であ

る」という言い方には、かなりの抵抗を示

し、「大阪府も解体され、大阪府と市はシャ

ッフルされる」といっているが、職員の身

分問題を考えれば、これは、まったくのま

やかしであることは一目瞭然である。 
例えば、大阪市の現業職員のほとんどが、

今後予想される行政改革＝リストラ計画案

によれば、公務員身分を失い（分限処分）、

民間労働者へと切り替えられることが前提

となっている。 
一般行政職員の身分問題でも大阪市役所

がなくなるのであるから、市職員のほとん

どが府に転籍するか特別区の職員になる可

能性が高い。 
その際に、身分がどうなるか、転籍後の、

労働条件はどうなるかは最大の課題である。

これまで全国の自治体職場は、民間委託あ

るいは移管されても職員の身分には影響が

出ないように様々な工夫をしてきた。しか

し、橋下市長は「法に基づいて分限免職」

を標榜するなどをみると、きわめて厳しい

方針が示されるであろう。 
また、これまで大阪市で働いていた多く

の非常勤職員、臨時職員などの身分はどう

なるのであろうか。雇用主である大阪市役

所が無くなるということは、「契約」も反故

にされる可能性が高い。 
 さらに、民間委託されている仕事とそこ

に働く労働者たちについてもどのようにな

るのか、気になるところである。 
 職員の身分移管問題については、法定協

での課題となっているが、それ以外の非常

勤嘱託職員や臨時職員のことを含めて労働

組合の重要課題として位置づけ、取り組ま

なければならない。 
 
６．今後のことについて－原点にもど

って考えるべきこと 

 
「大阪都構想法」あるいは「大阪市解体

・
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法」ができた現段階で、私たちは、改めて

大阪都構想について１．あくまで特別区に

反対し、大阪市に戻すことをめざすのか、

２．あるべき特別区論へときりかえるのか、

についても問われている。 
また、法律の制定によって、区割、財政

制度などの各論議論に移ることになる。こ

れについてもその問題点・課題を市民生活

の視点から、あるべき地方自治・分権の視

点から徹底して分析し、あり方を提起する

ことも必要とされている。 
その際、政治活動等の条例の制約はある

ものの、大阪市民とともに、今起きている

問題点について考える場づくりが重要であ

ると思う。 
私たちは、情報を共有し、課題をていね

いに出し合い、持てる力を寄せ集めて、こ

れからの大阪をどうするかの一致点を見出

していかなければならない。 
「日本維新の会」の行く末は不透明なま

まである、その動向に惑わされることなく、

私たちの足下から分権・自治の展望を切り

開くことが求められている。 
 

 
＜参考資料＞    ※出所：東京都 HP 
○都と特別区     
「４ 特別区の財政制度」 
（１）特別区税 
   特別区が課する税目は、法定普通税と

して特別区民税（市町村民税個人分）、

軽自動車税、特別区たばこ税と鉱産税で

あり、法定目的税として入湯税がありま

す。なお、市町村税のうち、市町村民税

法人分、固定資産税、特別土地保有税、

事業所税と都市計画税は、都の特例とし

て都税とされています。 
   特別区と都との特例は、市の事務の特

別区と都の分担に応ずる財源配分を目

的としていますが、この税源配分に加え

て（3）の都区財政調整制度において財

源配分の均衡化を図っています。 
（２）地方交付税 
   地方交付税は市町村の重要な財源の

一つですが、地方交付税の算定上、都と

特別区は一体として一つの団体とみな

されているため、各区は地方交付税の直

接的な交付対象団体となっていません。 
（３）都区財政調整制度 
   都区財政調整制度は、都と特別区にお

ける大都市制度である「特別区制度」を

前提としたもので、特別区の財政制度の

最大の特徴です。 
   これは、都と特別区及び特別区相互間

の財源の均衡化を図り、特別区の行政の

自主的かつ計画的な運営を確保するた

めに設けられたものであり、都区間の財

源配分と特別区相互間の財源調整とい

う二つの重要な機能をもっています。 
   基本的なしくみは、都が課税・徴収す

る市町村税のうち、固定資産税、市町村

民税法人分、特別土地保有税の収入額の

一定割合（平成 19 年度から 55％）を財

源として、各区に「特別区財政調整交付

金」として交付するものです。 
   交付金には、普通交付税と特別交付金

の 2 種類があり、交付金の総額の 95％が

普通交付金、5％が特別交付金となりま

す。普通交付金は、都が各区の基準財政

需要額と基準財政収入額を算定し、需要

額が収入額を超える特別区にその財源

不足額に応じて交付し、特別交付金は、

災害等により特別の財政需要があるな

ど特別の事情のある特別区に交付しま

す。 
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時
財
政
対
策
債
を
含
む
）

億
円

●
調
整
税
（
普
通
税
三
税
）

億
円

６
７
％

 

３
３
％

 

◆
大
都
市
特
例
事
務

・国
、府

道
の
管
理

・児
童
相
談
所
の
設
置

な
ど

譲
与
税
等
の
移
転

交
付
税
の
移
転
（
仮
置
き）

•
移
転
す
る
事
務
に
か
か
る
財
源
を
大
阪
都
へ
移
転

•
事
務
の
内
容
等
に
よ
って
、垂

直
調
整
の
比
率
は

変
化

6
2
 

◆
基
礎
か
らの

事
務
移
転

・消
防
、上

下
水
道
な
ど（

東
京
都
並
み
）

大
都
市
特
例
事
務

に
係
る
財
源
移
転
は
、

地
方
財
政
制
度
で

移
転
（
以
下
の
パ

タ
ー
ン
で
も
同
じ）

・

〔資料〕　　                  ※出所：第6回大阪にふさわしい大都市制度推進協議会（2012年9月10日）資料
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４
．
財
政
シ
ミュ
レ
ー
シ
ョン
に
つ
い
て
（
Ｄ
パ
タ
ー
ン
）

 

１
７
，
８
９
８
億
円

 

６
，
４
２
２
億
円

 

◆
府
県
権
限

◆
中
核
市
権
限

歳
出
（
一
般
財
源
ﾍ
ﾞｰ
ｽ
）

 

府
税

地
方
譲
与
税
・税

交
付
金
等

地
方
交
付
税

大 阪 都 特 別 自 治 区

調
整
交
付
金

１
７
，
８
９
８
億
円

 

 

個
人
住
民
税
・市

た
ば
こ税

・軽
自
動

車
税
等

地
方
譲
与
税
・税

交
付
金
等

６
，
４
２
２
億
円

 

歳
入
（
一
般
財
源
ﾍ
ﾞｰ
ｽ
）

 

調
整
交
付
金７

１
％

 

２
９
％

 

◆
大
都
市
特
例
事
務

・国
、府

道
の
管
理

・児
童
相
談
所
の
設
置

な
ど

譲
与
税
等
の
移
転

交
付
税
の
移
転
（
仮
置
き）

1
1
0
 

◆
基
礎
か
らの

事
務
移
転

・消
防
、上

下
水
道
な
ど（

東
京
都
並
み
）

調
整
交
付
金

億
円

●
交
付
税
（
臨
時
財
政
対
策
債
を
含
む
）

億
円

●
調
整
税
（
普
通
税
三
税
）

億
円

（
目
的
税
二
税
）

億
円

•
移
転
す
る
事
務
に
か
か
る
財
源
を
大
阪
都
へ
移
転

•
事
務
の
内
容
等
に
よ
って
、垂

直
調
整
の
比
率
は

変
化

〔資料〕
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神奈川県が「これからの神奈川県のあり方について～神奈川州（仮称）構想～(案)」（以下、

「神奈川州構想」と表記。）を策定し、9 月 7 日から県民に向けて施策のアイディア募集を開始し

た。黒岩県知事の「独立国構想」提唱を契機にスタートした「神奈川県のあり方」検討は、神奈川

の創意と工夫により全国に先駆けて行う先進的な取組を実現するために、新たな特区制度を「神奈

川州」として提案する形で、一つの方向性が導き出された。これまで庁内検討ですすめられてきた

構想の全容がようやく明らかになったことから、本稿では「神奈川州構想」の内容をレポートしつ

つ、「神奈川州構想」がめざす「これからの県のあり方」を探っていく。 
 
１．「神奈川州構想」のきっかけ  

 

「神奈川州構想」の検討は、今年 3 月に

横浜市の諮問機関が新たな大都市制度として

県から独立した「特別自治市」の創設を提言

（※注１）したことを受け、4 月に黒岩県知

事が「神奈川独立国」構想を提唱したことに

端を発している（※注２）。県では、4 月 24
日に庁内検討会を発足させ、外部有識者（※

注３）をアドバイザーに招いて「これからの

神奈川県のあり方について」の検討を進めて

きた。 

 

２．「神奈川州構想」がめざす姿 

 

今回策定された「神奈川州構想」の本文は、

「ねらい」「めざす姿」「実現に向けた取

組」の３部で構成されている。 

まず「ねらい」では、神奈川県を取り巻く

環境の変化を受けて「地域の実情に応じた多

様な自治の形態を認めるべき」ことが主張さ

れ、そのうえで「神奈川県民にとってどのよ

うな県のあり方がよいのか」という問いを示

して、国の役割を限定して「神奈川のことは、

かながわ自らの意思で決定し、その財源・権

限と責任も自らが持つ」という地方分権改革

の考え方を踏襲した目標を設定している（資

料 18 頁上段）。 

次に「めざす姿」として、神奈川にふさわ

しい新たな自治体の姿を「神奈川州」と称し、

地域主権型社会を実現するためのフレームが、

以下のように示される（資料 18 頁下段）。 

①新たな特区制度を活用して国からの事務・権

限の移譲や規制緩和を可能な限り実現 

②神奈川モデルの実現 

③県のエリアで道州制の一つの州を実現（近隣

エリアとの連携もありうる） 

④住民に身近な事務は、県からの権限移譲によ

り役割を拡大した市町村が実施 

これらのフレームをまとめた形で、「神奈

川州（仮称）」は「神奈川県のエリアにおい

て大幅な国の事務・権限の移譲や規制緩和を

実現し、神奈川の創意と工夫で全国に先駆け

た取り組みを表現する広域自治体の姿」と表

 

「神奈川州（仮称）構想」は何をめざすのか 
 

－県が「これからの神奈川県のあり方について」の構想を策定－ 

 

公益社団法人 神奈川県地方自治研究センター研究員 谷本有美子 
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現されている（資料 19 頁上段）。 

つまり、現行地方自治制度における基礎自

治体―広域自治体の「二層制」と首長と議会

による「二元代表制」を前提にして、現在の

神奈川県の区域を単位とする州を構成し、そ

こに適用可能な新たな特区制度を創設して、

「神奈川モデル」と称する施策を実現してい

こうとするのが、この構想の概要である。 

  

３．「神奈川州構想」の主要な取り組

み 

 

「神奈川州構想」の「実現に向けた取組」

には、（1）神奈川モデルの実現、（2）新た

な特区制度の創設、（3）財政の自立、（4）

市町村の行財政基盤の強化、（5）住民自治

の拡充、の５つの柱が掲げられている。「神

奈川州構想」は「地域の自主性と自立性が発

揮できる新たな特区制度の創設といった提案

とこれにより県民にメリットある新たな神奈

川モデルを示していく取組」として、新たな

特区制度の提案と神奈川モデルを重視してい

るので、ここではまずその２つの柱について

の理解を深めておきたい（資料 19 頁下段）。 

  

（１）神奈川モデルの実現 

 

「神奈川モデル」とは、神奈川の創意と工

夫により全国に先駆けて行う先進的な取組と

される。「神奈川州構想」に神奈川モデルと

して例示された施策には、「土地利用の主体

的な決定」、「都市基盤の一体的管理」、

「雇用対策の一体的実施」など、これまで地

方分権改革でも国から府県への権限移譲をめ

ざす項目として挙げられてきたもののほか、

黒岩知事が重視する医療分野において、「病

床数の主体的な決定」「『開かれた医療』の

実現」がある（資料 20 頁上段）。 

いずれも実現には国からの権限移譲ないし

規制緩和が不可欠な施策とされ、今回アイデ

ィアを県民から募集するのは、これらに類す

る施策をイメージしているものと考えられる。 

なお、神奈川モデルと称される事業は、今

年 4 月に策定された「神奈川グランドデザ

イン実施計画」にも盛り込まれており、すで

に 2012 年度に予算化されている事業もある。

「かながわスマートエネルギー構想の推進」

「ビッグレスキュー神奈川の実施」「かなが

わ感動介護対象の創設」「医療のグランドデ

ザインに基づく取組み」など 12 の事業が当

初予算で措置されており、必ずしも国からの

権限移譲や規制緩和が必要な事業ばかりでも

ない。構想により具体化する施策との差異は、

県民にはわかりづらいかもしれない。 

 

（２）新たな特区制度の創設 

新たな特区制度の提案は、｢神奈川州構想｣

の象徴ともいうべき取り組みである。県が示

した「新たな特区制度のイメージ」は、「原

則として県内全域を対象」とし、「県の創意

と工夫が活かせる仕組み」であって、権限移

譲や規制緩和は「県を所管する国の出先機関

の事務・権限も対象」としており、それに加

えて「権限に見合った税財源の移譲」も予定

されている（資料 20 頁下段）。 

このイメージに基づく新たな特区制度が、

以下のように提案される（資料 21 頁上段）。 

・現行の道州制特区推進法に準じる 

・神奈川県が単独で対象となるよう一定の

人口要件（たとえば 500 万人以上）を設定 

・法令の特例措置の範囲を広域的施策に限

定しない 

現行の道州制特区推進法（道州制特別区域

における広域行政の推進に関する法律）では、

国が特定広域団体（道州制特別区域は特定広

域団体の区域）を政令で指定することとなっ

ているが、北海道以外の地方では「3 以上の

都府県の区域の全部をその区域に含むものに
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限る」という要件があり、｢神奈川州構想｣が

予定するような単独の県の区域は指定対象と

ならない。 

また、「広域行政の推進」という法の名称

からも明らかなように、国から移譲対象とな

る事務事業は「特定広域団体」により実施さ

れることが適当と認められる広域にわたる施

策に関する行政に限定されている。 

そこで、新たな特区制度創設の提案は、こ

れらの要件変更を求める内容となっている。 

 

４．「神奈川州構想」の位置づけは？ 

 

ところで、神奈川州構想に掲げられた県の

５つの取組のうち、上記２つの「神奈川モデ

ルの実現」「新たな特区制度の創設」は、県

の提案がいずれ国との協議・交渉事項へと特

化されていくような内容であり、いわば国に

向けた「独立宣言」的な意味合いが強い。 

他方で、残りの３つの柱に掲げられている、

「財政の自立」「市町村の行財政基盤の強

化」「住民自治の拡充」という問題は、いず

れも県と市町村との役割分担や県政運営の根

幹に関わる内容である。これらの取組には、

市町村との連携・協力と県民の理解・協力が

不可欠であり、その前提条件として、「神奈

川州構想」を軸とする全庁的な推進体制の確

立が求められるはずであるが、「神奈川州構

想」はそうした点にまで言及していない。 

では、県政運営のなかで「神奈川州構想」

はどのように位置づけられているのだろうか。

ここでは、総合計画（神奈川グランドデザイ

ン）や行財政改革など県政運営の基本となる

方針等との接点を手掛かりに「神奈川州構

想」の位置づけを探ってみる。 

 

（１）行財政改革との関係～緊急財政対策案

との分離～ 

「財政の自立」の取組では、歳入面で「地

方の仕事量に見合う税財源を確保」「地方交

付税制度の見直し」「地方共有税の導入に向

けた検討」を提案している（資料 21 頁下

段）。しかし、これらの取組はいずれも地方

税財政制度の抜本的な見直しを要請する内容

であって、国に対する主張である。 

この中で唯一、県レベルで対応可能な取組

として示されているのは「抜本的な行財政改

革により歳出を削減」という方向性である。

ただし、「神奈川州構想」と同時並行的にす

すめられた「神奈川臨調」（※注 4）との棲

み分けなのか、ここでは具体策の記述がない。 

一方、神奈川臨調は、9 月 21 日に「県有

施設の原則全廃」や「補助金は一時凍結のう

え抜本的見直し」などを含む最終意見を県に

提出し、これを受けた県の緊急財政対策本部

が 9 月 27 日に「神奈川県緊急財政対策案」

（以下「対策案」）を取りまとめ、公表した。 

この「対策案」は、2012～13 年度の２か

年で生じる 1,600 億円の財源不足解消を主な

目的とする県の対応をまとめたもので、そこ

では重点的な取り組みとして、県有施設の見

直し、県単独補助金・負担金の見直し、人件

費の抑制、公共建築工事の積算方式の見直し

が挙げられている。 

「対策案」の趣旨には、それら「当面の財

源対策として極めて重要な取組」と「並行し

て、地域経済のエンジンを力強く回していく

施策を展開することにより、本県の行財政基

盤を強固にしていくことが強く求められる」

という考え方が記されているが、そこに「神

奈川州構想」の文字は見当たらない。両案に

共通する内容は「『地方税財政制度』の改革

を国に求める」という国への要望のみである。 

県で緊急財政対策の必要が生じたのは、次

項で触れる神奈川グランドデザイン実施計画

をもとに算定した「中期財政見通し」で、財

源不足が明らかとなったためとされる。3 年

程度の短期間で進められる緊急対策とはいえ、
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これからの県のあり方を示した「神奈川州構

想」が視野に入っていないのは不可解である。

庁内の連携・調整不足の感は否めない。 

 

（２）市町村との関係～神奈川グランドデザ

イン（総合計画）とのズレ～ 

「これからの神奈川県のあり方」を提示す

る以上、県政運営の総合的・基本的指針であ

る総合計画と整合するのは当然ともいえるが、

「神奈川州構想」の検討は総合計画策定を後

追いする形で行われ、総合計画に内容が含ま

れていない。そのため、たとえば市町村との

役割分担の考え方にもズレが生じている。 

県では、昨年 4 月の黒岩知事就任から、

東日本大震災及び福島原子力発電所の事故を

踏まえて、総合計画の見直しに着手し、今年

4 月に「いのち輝くマグネット神奈川」をス

ローガンに新たな総合計画「神奈川グランド

デザイン」を策定した。 

新たな総合計画「神奈川グランドデザイ

ン」では、県の役割を「広域行政課題への対

応や市町村に関する連絡調整、補完などの役

割を担うことが必要」とし、「県は、市町村

がその役割を十分に発揮できるように、政令

指定都市、中核市、市、町村といった市町村

の態様に応じて支援する」とともに、「環境

問題や防災対策などの県域を越えた広域行政

課題に適切に対処するため、自治体間のさら

なる連携強化に取り組みます」と、市町村の

後方支援的な位置づけに置いている。 

ところが「神奈川州構想」では、「市町村

の行財政基盤の強化」が取組一つの柱に掲げ

られ、「期待される市町村像」を示して「市

町村の規模・態様に応じて自立性を高める方

策」を検討するとしている（資料 22 頁上

段）。具体的には「神奈川グランドデザイ

ン」では言及のなかった、市町村の「行財政

運営の効率性が発揮できる一定規模・行政区

域」を前提に権限移譲の推進や広域連携の推

進等に取り組むという考え方が登場する。構

想の実現には「市町村行政の効率化が欠かせ

ない」というのが、県の意向のようである。 

 

（３）住民自治との関係～行政運営の中での

県民との関わり～ 

「住民自治の拡充」は取組の柱の一つに掲

げられているものの、広域自治体における住

民自治に対する取組の限界を象徴するかのよ

うに「県（州）の行政運営の基本的な考え

方」を示すにとどまる（資料 22 頁下段）。 

そこには、「住民参加による行政運営」

「市町村の参加による行政運営」「透明かつ

公正な行政運営」「協働による行政運営」と

いう考え方が示されているが、いずれも自治

基本条例で県政運営の基本原則として規定さ

れている内容の再掲で、「住民自治の拡充」

という観点からの積極性は見いだせない。 

「神奈川グランドデザイン」では「県民と

の協働・連携強化」の中で、「県民や NPO な

どの活動環境を整える」、あるいは「施策の

立案・実施に当たっては県民や NPO などが参

加する機会を十分に確保する」などの具体策

にも言及し、「対等な立場に立った協働・連

携を進める」と県の取組として踏み込んだ記

述があるだけに、「神奈川州構想」が示す

「住民自治」の記述は形式的にも見える。 

 

５．「神奈川州構想」で何を実現する

のか？ 

 

ここまでみてきたように、県政運営におけ

る「神奈川州構想」の位置づけは曖昧で、他

方、「神奈川州構想」がめざす「地域主権型

社会の実現」の観点で、前知事時代に策定さ

れた「地域主権実現のための基本方針」に目

を転じてみても、計画期間最終年度の 2010
年度以降、改訂の動きは見られない。 

こうした中で県は、冒頭に記した施策のア
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イディア募集に加え、11 月に県内 5 カ所で

「神奈川州構想」の説明会を開催する。説明

会では、同時に「緊急財政対策案」の説明と

副知事との意見交換も行われる予定とされる。 

しかし、国からの権限移譲や規制緩和で実

施したい施策アイディアを、県民に対し説明

会を通じ積極的に求めるほど、県庁内の施策

アイディアは枯渇してしまったのだろうか。 

「神奈川グランドデザイン」の策定過程の

みならず、黒岩知事が昨年度方向性を示した

「かながわスマートエネルギー構想」や、今

年 3 月にプロジェクトチームの検討を終え

た「医療のグランドデザイン・最終報告書」

などの重点政策分野においても、国からの権

限移譲や規制緩和が不可欠な施策・事業の存

在は、少なからず明らかとなっているはずで

ある。そうした既存の政策課題を県庁全体で

洗い出し、県庁一丸となって実現化への道を

たどることも、「神奈川州構想」が示す地域

主権型社会実現への道筋の一つといえる。 

県民説明会で同時に扱われる「緊急財政対

策案」では、県民や市町村等との「危機感の

共有」が強調され、「かながわスマートエネ

ルギー構想」もすでに民間との連携・協力で

推進されており、県庁から外部に協力要請す

るメッセージは数多く発信される傾向にある。 

翻って県政運営の基本方針は、総合計画か

ら緊急財政対策、神奈川州構想への展開を見

ても明らかなように、骨格を欠いたまま目前

に現れた課題への対応策がパッチワーク状に

繋ぎあわされ、全体像を形成していくかのよ

うな動きを見せている。 

そのように矢継ぎ早に県政運営の方針が示

される中、「神奈川州構想」でめざすものは、

はたして県民に正確に伝わるのか。「神奈川

州構想」が示した県の姿は、端的にいえば、

広域自治体の「県」を「州」と名称変更する

案である。いわゆる「道州制」のように県域

の拡大を予定しないだけに、主な課題は国か

らの権限移譲・規制緩和という「行政の」問

題領域にとどまり、県民からは距離がある。 

県民への投げかけは、県民生活に直結する

政策分野において、県が取り組むべき緊急性

の高い問題からのアプローチが賢明な方策で

はないだろうか。スマートエネルギー構想に

関わる施策は、その一つとなりうるかもしれ

ない。県民との関わりにおいては、インパク

トの強い政策「発信」の前に、県の「受信」

態勢を整備することが急務のようである。 

 

※注１：横浜市大都市研究会（座長：辻琢也一

橋大学大学院教授）が 2012 年 3 月にまとめ

た「横浜市大都市自治研究会第 1次提言」で、

特別自治市としての横浜市が、市域内を対象

とした神奈川県の事務を処理し市域内地方税

の全てを賦課徴収することや、特別自治市創

設に伴う 5兆円の経済効果などが盛り込まれ

ている。横浜市はこれを受けて 6 月 21 日に

「横浜特別自治市大綱素案（骨子）」を取り

まとめた。今後は、市会における議論なども

踏まえて、年内に「横浜特別自治市大綱」を

策定する予定とされる。 

※注 2：黒岩知事は会見で以下のように発言。

「私の基本的な考え方というのは大筋でもう

固まっています。それはあえて言うならば、

神奈川を自治政府とも言うべき、『神奈川独

立国』と、このようなものにしたいというこ

とであります。」（神奈川県 HP「定例記者

会見（2012 年 4 月 24 日）結果概要」より）。 

※注 3：牛山久仁彦明治大学教授、伊集守直横

浜国立大学准教授の名前が挙がっている。

（2012 年 4月 24 日付、神奈川新聞） 

※注４：県が「中長期的な展望の下に今後の政

策課題に着実に対応できる行財政基盤の確

立」を目的に今年 3月設置した緊急財政対策

本部に対し、意見・助言を行うため 3月に設

けた外部有識者による「神奈川県緊急財政対

策調査会」（座長：増田寛也元総務大臣）。 
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